
平成２４年 2月 1４日 

 

日本リハビリテーション医学会 会員各位 

日本リハビリテーション医学会 

理事長  里宇明元 

 

公益社団法人移行審査の経過ならびに代議員・役員選挙に関するご報告 

 

会員の皆様には平素より学会運営にご支援、ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 

本医学会は公益社団法人への移行に向け、鋭意準備を進めてまいりましたが、このたび公

益認定委員会による審査において、認定基準に適合とのご判断をいただくことができ、平

成 24年 4月 1日の登記に向けて順調に経過しております。 

 

このことをご報告申し上げますとともに、代議員・役員選挙についての経過報告・役員選

挙の今後の進めかた（資料 1、2）ならびに学会活動の概要（資料 3）と今後の方向性（資

料 4）についてお知らせいたします。会員の皆様におかれましては、添付の資料にお目通し

のうえ、引き続き学会運営にご理解、ご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

（添付資料） 

資料 1.新公益社団法人に向けての代議員および役員選任に係わるご説明 

資料 2.新役員の選任に関する内規 

資料 3. Jpn J Rehabil Med 1月号 Editorial「新しい年を迎えて」 

資料 4.平成 24年度事業方針（案） 

 



平成２４年２月１４日 

 

日本リハビリテーション医学会 会員各位 

日本リハビリテーション医学会 

理事長  里宇明元 

   

新公益社団法人に向けての代議員および役員選任に係わるご説明 

 

会員の皆様には日頃より本医学会の運営につきましてご協力を賜り、感謝申し上げます。 

 本医学会は新公益社団法人移行に向け平成 22年度から内閣府および学会の顧問会計士の

ご助言のもと、周到な準備を進めて参りました。公益社団法人への移行については定款作

成およびその正確な運用等について、細部にわたり内閣府の確認と指導を受ける必要があ

り、事務局及び担当常任理事が随時、内閣府に赴いたり顧問会計士の助言を受けたりしな

がら、役員会でも経過の報告、必要な審議等を重ねてまいりました。その結果、平成 23年

6月 3日の通常総会において、新公益社団法人の定款変更案（最終案）についてご承認いた

だきました。現在のところ、平成 24年 4月 1日付で公益社団法人へ移行できる見込みとな

っております。 

公益社団法人に移行いたしますと、今までの全会員による通常総会に代わり、会員から

選出された代議員（社員）による社員総会が学会運営に関する議決機関となります。また

役員（理事・監事）につきましては、理事会が提案した役員候補者について、社員総会に

おいて一人ずつ信任を得ることにより新役員が選任されることになります。 

新代議員選出、新役員選任の予定につきましては、その方法を平成 23年 6月開催の通常

総会でご説明し、また６月下旬に会員の皆様に郵送でお知らせしたところですが、その後

役員選任の方法について大きな変更がございましたので、これまでの経過および今後の予

定についてご説明させていただきます。会員の皆様におかれましては、ご理解、ご協力の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 

１、代議員選出について 

すでに当初の予定通りに実施されております。すなわち、 

平成 23年 6月 3日通常総会 

「代議員選挙に関する規則・内規」を承認。 

6月 29日 代議員定数等、代議員選出に係わるルールの公開（全会員に郵送） 

7月 12日 第１回選挙の在り方に関する検討委員会開催 

資料 1 



代議員選挙に関する具体的な方法を検討し、役員会および選挙管理委員会に提案。 

7月 26日 平成２３年度第３回理事会 

  各地方会からの推薦に基づき代議員選挙のための選挙管理委員を承認 

8月 1日 正会員台帳確認。それに基づき代議員選挙の有権者名簿作成。 

8月 19日 代議員選挙告示 

9月 10日 代議員選挙立候補者締切り 

10月 31日 地区ごとに候補者名簿・所信表明を会員に公示 

12月  2日  代議員選挙（郵送による投票締め切り） 

12月  7日  選挙結果の候補者への通知、学会ＨＰに掲載  

注意：この選挙で選出されたのは代議員予定者です。 

公益社団法人登記日（平成 24年 4月 1日予定）をもって、代議員予定者は自動的に

代議員となります。 

 

２、役員選出について 

 選出方法、日程について変更し、平成 24年 1月 28日の役員会で日程・方法を最終決定

いたしました。 

【経緯の説明】 

・平成 23年 6月社員総会において平成 24年 1月頃、その後の会員へのお知らせにおいて 2

月上旬に、社員総会（注：正確には代議員予定者による会）を開催して新役員の選任、

承認を行う。」と通知しておりました。これは、当初の内閣府からの、公益社団法人移行

時（平成 24年 4月予定）には、新役員の名簿（新理事長名等を含む）が決定されている

必要がある、という指導に基づいた計画でした。 

・ところが、平成 23年 8月下旬に、新定款の運用に関し、内閣府に再度ご相談した際に、

「公益社団法人移行時には新役員が決定されている必要はなく、むしろ申請時（23年 10

月予定）の役員名簿と移行時（24年 4月予定）の役員が異なっていることは許されない。」

というように、内閣府からの指導内容が大きく変更になりました。 

・それを受けて、9 月 17 日第 4 回理事会で対応を検討した結果、当初の予定通りの日程で

新役員候補者を選出することし、その日程を 1月 28日と設定しました。予定通りの日程

で行うことにした理由は下記の 2 つです。①新役員選出の日程をすでに会員全員に対し

「1月頃（2月上旬）の予定」と通知していたことを尊重し、予定に近い現実的な日程を

設定した。②学会として取り組むべき重要課題が多々ある中で、早めに新役員候補が決

定されていれば、その後の役員会に新役員候補もオブザーバーとして出席していただく

ことで、公益社団へよりスムーズに移行しながら、学会運営を円滑に進めることが可能



になる。 

・代議員立候補者に対し、11 月上旬（10 月 31 日に代議員選挙候補者名簿を公示した後）

に、「平成 24年 1月 28日に代議員総会（注：正確には代議員予定者の会）を開催し、新

役員候補者選出のための選挙を行うこと」を通知しました。 

・新役員候補者選出の方法に関しては、7月の選挙の在り方に関する検討委員会で提案され

た「電磁的方法は用いない」ことが 9 月の第 4 回理事会で承認されておりました。また

顧問会計士より、「公益社団法人移行期であり、今回については他に規定等がない限り、

原則として理事会の決定が優先される。但しその方法は民主的である必要があり、社員

の大多数に異論がないことが望まれる」との助言を受けました。その段階では新役員候

補者選出に関しての内規は定めていなかったので、理事会において新役員候補者選出に

ついての議論を行うこととし、11 月 26 日第 5 回理事会において、1 月 28 日における役

員候補選挙の実施方法を審議・決定するとともに、選挙管理委員会に対し 12月中旬（12

月 7 日の代議員選挙結果の通知以降）の早い時期に、新役員候補者選挙の公示を行うよ

うに依頼しました。それと同時に第 5 回理事会で決めた選挙方法を、選挙の在り方検討

委員会を含め各方面の方にご説明いたしました。 

・その過程で、「公益法人移行の段階で新役員名簿を用意する必要がなくなったのであれば、

1月 28日に役員候補者選出のために全国の代議予定者が一同に会して選挙を行うことは、

妥当か。特に地方の会員の負担、不利益が生じないか」というご意見をいただき、理事

長として、このような声に対し、十分な検討を行わないまま、予定どおり 1月 28日に役

員候補者選出の選挙を行うことは、会員の理解を得ながら可能な限り民主的な方法で役

員候補者選挙を実施するという趣旨からは望ましくないと判断し、再度役員会で審議し

た結果、1月 28日開催予定の代議員予定者総会を中止し、電磁的方法等の可能性につい

て改めて検討する必要がある、との結論に至りました。これを受けて 12月 15日付で理

事長より代議員予定者に対し、「1月 28日代議員予定総会の中止のお知らせ」を送付し、

電磁的方法等を用いた役員候補者選出の検討に入ることをお伝えしました。 

・その後、選挙の在り方に関する検討委員会、選挙管理委員会、システム検討委員会に対

して、電磁的方法等による役員候補者選挙に向けての具体的方法についての検討を依頼

し、多くの建設的な提言をいただきました。これを受けて、平成 24年 1月 28日開催の

第 6回理事会において十分な時間をかけて慎重に審議した結果、下記のごとく今後の予

定、役員候補者選出の方法を決定いたしました。なお、この決定に向けた議論の前提と

しては、今までの評議員会における役員選出と異なり、公益社団法人における代議員総

会における役員選任では役員候補者は 1人ずつ出席代議員の過半数からの信任を得る必

要があること、並びに、5月 30日の代議員総会終了後、２週間以内に新役員を登記する



ために名簿を提出する必要があること、などがあることを申し添えます。 

・今回の方法については、あくまでも公益社団法人移行時における方法であり、次回（平

成 26年度）以降の役員候補者選出方法については、改めて検討を行う必要があると考え

ております。 

記 

新公益法人役員選任に関する１月２８日の役員会における審議結果 

 

●基本的な考え方 

 代議員（公益社団法人移行前は代議員予定者）による新役員候補者に関する意向選挙を、

電磁的方法により実施する。定数は理事 20名、監事 3名とする。投票は理事・監事ごとに、

支持したい候補者に定数までの〇をつける方法（〇の数は、理事では０名～20 名までの任

意の数、監事では 0～3名の任意の数）で行う。その結果、理事については新理事に立候補

した者のうち、意向選挙で得票の多かった順に 20名を理事候補者として選出し、現役員会

から代議員総会に提案する。そして代議員総会で、その 20名の理事候補者に対して信任投

票を行い、過半数を得た者を理事として選任する。監事候補 3 名についても、同様の方法

で選任する。 

 

●日程（案） 

２月上旬に、代議員予定者含む会員に対し、役員選任に関しての情報等を報告する。 

３月 ５日（月）電磁的方法による意向選挙の公示。 

３月２６日（月）立候補締め切り、直ちに立候補者リストを代議員に提示する。 

４月 ２日 (月) 電磁的方法による意向選挙の投票開始。  

４月１６日（月）意向選挙の投票締め切り。選挙管理委員会による選出者の確定。 

４月２１日（土）理事会で新役員候補者を、代議員総会に提案し決議することを承認する。 

５月３０日（水）社員総会において、各新役員候補者について、一人ずつ信任投票を行い、

過半数を得た者を役員として選任する。 

 



新役員の選任に関する内規 

 
（目 的） 

第１条 本内規は、定款第 24 条に定める社員総会（平成 24 年度）における新

役員選任に向けて、事前の新役員候補者の選出、理事会における新役員候補

者の提案、社員総会における決議等についての方法を定めるものである。 

 

（意向選挙の実施） 

第２条 新役員候補者は代議員（公益社団法人移行前は代議員予定者）による

原則として電磁的方法を用いた投票での意向選挙により選出する。 

２ 意向選挙における新役員候補者の定数は、理事候補者２０名、監事候補者

３名とする。 

 

（意向選挙の選挙権及び被選挙権） 

第３条 選挙権（投票可能な者）は、代議員に限る。 

２ 被選挙権（立候補可能な者）は、代議員に限る。 

 

（選挙管理委員会の設置） 

第４条 意向選挙投票最終日の１ヶ月前までに選挙管理委員会を設置し、その

管理下で役員候補者選出の作業を行う。 

２ 選挙管理委員会は 5 名で構成し、代議員の中から理事長が任命する。ただ

し、選挙管理委員は新役員候補者候補にはなれない。 

 

（新役員候補者選出の通知） 

第５条 意向選挙投票最終日の１ヵ月前までに、理事長は全代議員に対し、新

役員候補者選出について通知する。通知文は別に定める。 

 

（推 薦） 

第６条 意向選挙の立候補者に対する推薦は、文書で意向選挙投票最終日の３

週間前まで受け付けるものとする。 

２ 推薦書には被推薦者(立候補者)の承諾書、立候補所信表明書を添付するも

のとする。 

３ 意向選挙の立候補者に対する推薦にあたっては、代議員１名の推薦とその

理由、被推薦人（立候補する者）の承諾及び立候補所信表明書を必要とする。

これらを所定の用紙（推薦書・承諾書・立候補所信表明書）に記載し、各自

署名捺印のうえ理事長宛に提出する。所定の用紙は別に定める。 

 

（立候補者の通知） 

第７条 選挙管理委員会は、意向選挙投票最終日の２週間前までに立候補者の

氏名、所信及び推薦者名を全代議員に通知する。 

 

資料 2 



 

（電磁的方法による投票） 

第８条 投票は、原則として学会ホームページを通じて電磁的方法により行う。 

２ 投票は、新理事候補者・新監事候補者ごとに行い、有権者は支持したい立

候補者に対して、第２条２項に定めた定数までの任意の数の立候補者にマー

クを付す方法で実施する。その詳細は別に定める。 

３ 投票の結果、得票の多い順に第２条２項で定めた選挙定数までの者を新役

員候補者として選出する。 

４ 新理事候補者・新監事候補者について、立候補者が定数以内の場合にはそ

の意向選挙は行わず、立候補者全員が新役員候補として選出される。 

５ 新役員候補者定数の最下位において得票数が同数の立候補者が複数名いる

場合は、選挙管理委員会は別途に定める方法にて選出者を決定する。 

６ 新役員候補者の選出は新理事候補者と新監事候補者に分けて行い、その両

方の候補者にはなれない。 

 

（書面投票） 

第９条 選挙管理委員会は電磁的方法による投票が困難な有権者に対し、必要

に応じて書面による投票方法を用意する。 

２ 書面投票は郵送にて行う。その他は第８条に準じる。 

３ 書面による投票を行う者は電磁的投票を行うことはできない。 

 

（無効票） 

第１０条 次の投票はこれを無効とする。 

（１）第８条、第９条の方法によらないもの 

（２）代議員の本人以外の者による投票 

（３）その他不正行為による投票 

 

（新役員候補者の選出） 

第１１条 投票終了後、選挙管理委員会は第８条、第９条に基づき速やかに新

役員候補者を選出する。 

２ 選挙管理委員会は意向選挙の結果を速やかに理事長に報告し、立候補者に

対して通知する。 

 

（理事会での新役員候補者の提案） 

第１２条 理事長は代議員候補者の選出に関する議案を諮るため、代議員総会

の２週間前までに理事会を開催する。 

２ 理事会は、意向選挙の結果を基に、新理事候補者および新監事候補者を決

定して、代議員総会に提案し決議することを承認する。 

 

（代議員総会における役員選任） 

第１３条 代議員総会においては、各新役員候補者について一人ずつ信任投票



を行う。 

２ 選挙管理委員会は信任投票を管理しその作業を行う。実施方法の詳細は別

に定める。 

３ 信任投票の方法は、新役員候補者一人ずつについて、各有権者（代議員）

が信任する者に対してマークを付す方法で行う。 

４ 代議員総会は信任投票の結果、投票者数の過半数の信任を得た者を役員と

して選任する。 

 

（新理事会の開催と理事長等の選出） 

第１４条 代議員総会で選出された新役員により直ちに新理事会を開催する。 

２ 新理事会において新理事長、副理事長を選任する。 

 

（内規の改廃） 

第１５条 本内規の改廃は、理事会の議を経て承認する。 

 

 附 則 

本内規は、平成２４年２月９日より施行する。 

ただし、平成２６年度に実施する代議員総会における役員選任の方法につい

ては、別に内規を定める。また、本内規に掲げる日程は、別に定める日程で実

施することができる。 







平成24年度事業方針案(役員会で最終検討中）平成24年2月14日現在

No. 大項目 中項目

1 学術活動の推進 1) 年次学術集会を開催する。

2) 地方会学術集会を開催する。

3) 専門医会学術集会を開催する。

4) 学会誌を刊行する。

2 専門医・認定臨床医 1) リハビリテーション医育成アクションプランを加速する。

制度の充実と発展 2) 専門医制度改革に対応する。

・関係組織の改編（認定委員会、試験問題委員会→専門医制度委員会、施設認定
委員会、資格認定委員会、試験委員会の新設）

・専門医・認定臨床医制度の見直し

3 リハビリテーション 1) リハビリテーション医学講座の設置を働きかける。

医学教育の充実 2) 卒前教育を充実させる。

3) 初期臨床研修における教育を充実させる。

4) 専門医・認定臨床医育成のための教育を充実させる。

5) 医師生涯学習における教育を充実させる。

6） 一般医家に対するリハビリテーションプライマリケア教育を充実させる。

4 調査・研究事業の 1) 診療ガイドラインを策定する。

推進 2) データマネジメントシステムを関係団体と協力して整備する。

3) 競争的研究資金に応募し、多施設共同研究を企画・推進する。

5 社会保障制度改革 1) 関連団体との連携と情報交換を強化する。

への対応と提言 2) 2012年診療報酬・介護報酬改定後の検証を行う。

3) 201４年診療報酬改定に向けた提言を行う。

４) 制度体系について、中長期的展望に立った提言を行う。

6 社会への貢献 1) リハビリテーション医療の充実・普及を図る。

2) 障害者の社会参加を促進する。

3) 市民啓発事業を実施する。

4) 脳卒中対策基本法の成立に向けた活動を継続する。

5） 東日本大震災後の復興支援に貢献する。

7 国際化の推進 1) 各国研究者間の交流を促進する。

2) アジア地域との連携と交流を促進する。

3) 国際学会への対応を強化する。

4） 国際学会を招致する。

8 学会組織の見直し １) 公益社団法人としての体制を整備・強化する。

と充実 ２) 地方会機能を強化する。

3) 学会の危機管理体制を整備する（危機管理委員会の新設）。

4) 会員ネットワークシステムの一層の充実を図る。

6) 広報活動の一層の充実を図る。

9 50周年記念事業の実行 1） 学会の活動性の向上、社会啓発、国際化を骨子とした記念事業を実施する。

2) 事業に必要な資金を確保する。

資料 4 


